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前回定例会（平成２９年４月１２日）以降の主な動き 

 
平成２９年５月１０日  

  資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

１． 電力全般  

 

（１）総合資源エネルギー調査会電気事業分科会 放射性廃棄物ワーキンググ

ループ（第 31回）【4月 14日開催】 

平成 26年 9月の最終処分関係閣僚会議で合意された、「科学的に適性

が高いと考えられる最終処分候補地の具体的要件・基準等について専門

家の更なる検討を進める」を受け、本ＷＧにおいて検討を行う。 

第 31回は、地域の科学的特性を示すマップの提示に向けた検討事項に

ついて議論。 

 

（２）総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策

小委員会 制度検討作業部会（第 4回）【4月 20日開催】 

電力システム改革の目的（①安定供給の確保、②電気料金の最大限の

抑制、③事業者の事業機会及び需要家の選択肢の拡大）達成に向けて、

各制度の実効性を高めるため、実務的な観点を十分に踏まえるべく、幅

広い関係者に意見を求めつつ、詳細制度の検討を行う。 

第 4回は、事業者ヒアリングを実施。 

 

（３）総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小

委員会（第 3回）【4月 21日開催】 

電力・ガス分野の幅広い政策課題について、安全性、安定供給、経済

効率性、環境適合性というエネルギー政策の基本的視点から総合的な検

討を行う。 

第 3回は、電力・ガス小売全面自由化の進捗状況、2017年度夏季の需

給見通し及び需給対策の方針などについて議論。 

 

（４）総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会 

自主的安全性向上・技術・人材ワーキンググループ（第 15回） 

【4月 24日開催】 

一昨年とりまとめた「軽水炉安全技術・人材ロードマップ」（平成 27

年 6月 16日）及び「原子力の自主的安全性向上の取組の改善に向けた提

言」（平成 27年 5月 27日）について、更なる改善に向けた議論を行う。 

第 15回は、原子力の自主的安全性向上について議論。 
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（５）電力・ガス分野から考えるグローバルエネルギーサービス研究会（第 2

回）【4月 27日開催】 

電力・ガス産業の更なるグローバル展開への示唆を得るための調査・

分析や、電力・ガス関連産業のニーズを踏まえつつ、電力・ガス産業の

更なるグローバル展開に向けた対応策等を検討する。今夏の取りまとめ

を目標。 

第 2回は、グローバル展開に関する現状と課題などについて議論。 

 

 

２．新エネ・省エネ関連  

 

（１）総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 

省エネルギー小委員会（第 22回）【5月 8日開催】 

省エネルギー政策の基本的方向性、適正な省エネルギー基準の在り方

などについて検討を行う。 

第 22回は、今後の進め方、省エネ施策の検討状況などについて議論。 

 

 

３．その他  

 

（１）メタンハイドレード海洋産出試験における天然ガスの生産確認 

【5月 8日公表】 

 本年 5月 4日に、渥美半島から志摩半島の沖合において、メタンハイ

ドレードを分解し天然ガスを取り出すガス生産試験を開始し、ガスの生

産を確認。 

 現在試験を実施している生産坑井において、３～４週間程度の間、ガ

スの連続生産を行う予定。 

 

（２）シンポジウム「いま改めて考えてみよう地層処分～科学的特性マップの

提示に向けて～」の開催 

 高レベル放射性廃棄物の最終処分について、提示を予定している「科

学的特性マップ」の位置付けや提示後の活動の進め方等について、全国 9

都市でシンポジウムを開催。 

詳細は以下の原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）ホームページを参

照願います。 

※原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）ホームページ 

 http://www.chisou-sympo.jp/ 

http://www.chisou-sympo.jp/
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（３）平成 29年度「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー

投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支

援事業）」の公募説明会開催【公募期間：5月 25日～6月 26日】 

 工場・事業場単位と設備単位の両面から、国内で事業を営む法人と個

人事業主を対象に、省エネルギー対策を支援（補助対象経費の 1/3以下

（一部 1/2以下）を補助）。 

 全国 11ヶ所で公募説明会を開催。応募方法、公募説明会などに関する

詳細は以下の資源エネルギー庁ホームページを参照願います。 

  ※資源エネルギー庁ホームページ 

   http://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/1704/170426a/ 

 

（４）平成 29年度エネルギー教育モデル校の募集開始 【応募締切：6 月 9 日】 

 教科（理科、社会、技術・家庭、総合的な学習の時間等）や課外活動

を通じてエネルギーについて幅広く学ぶことに取り組む学校に対し、教

育活動費として 1校あたり 38万円（上限金額）を支援。併せて、教材・

資料の提供、外部講師の紹介などを実施。 

詳細は以下の資源エネルギー庁ホームページを参照願います。 

  ※資源エネルギー庁ホームページ 

   http://www.energy-modelschool.jp/entry/ 

 

 

（以上） 

http://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/1704/170426a/
http://www.energy-modelschool.jp/entry/













